
主担当 現   状 判定基準 備  考

① * STEAM校内研修 教務課

* 探究型学習の授業研究 各学年

(オンデマンド研修も活用) 各教科

* 相互授業参観 Ａ： ７０％以上 Ｂ： ６０％以上

* 教科横断型授業の実施 Ｃ： ５０％以上 Ｄ： ５０％未満

②

* コア輪島、夢道場、 進路指導課

学びウィークの学び 各学年

* スタサポ、模試の分析と 各教科

③ 対策、事後指導 Ａ： ３５％以上 Ｂ： ２５％以上

Ｃ： ２０％以上 Ｄ： ２０％未満

① *  部活動、ボランティア 生徒会課 【満足度指数】

*  球技大会、文化祭 相談課

各部顧問

Ａ： 9０％以上 Ｂ： 8０％以上

Ｃ： 6０％以上 Ｄ： 6０％未満

② * WAJI活 探究推進部 【満足度指標】

* 各学年

* 課題解決型学習 Ａ： ８０％以上 Ｂ： ７０％以上

Ｃ： ６０％以上 Ｄ： ６０％未満

１　学校生活のあらゆる場面に学びがあり進路実現できる学校

本校は総合的な探究の時間の活動が活発であ
る。探究のプロセスを意識した学習活動に取
り組む生徒ほど学力が高い傾向にある。総合
的な探究の時間と各教科で身に付けた資質・
能力を相互に関連づけ、学習や生活において
生かし、それらが総合的に働くようにするた
めに教科横断型授業の十分な実施が求められ
る。

【成果指標】探究的な学びや教科横断
的な授業を取り入れ、予測
困難な時代を生き抜くため
の課題解決力や価値創造
力を養う。

年２回（７
月・１２
月）に授業
評価を実施

教科横断型授業を実施し、教科間のつながりを感じた
生徒の割合が

Ｃ以下の場
合は、教務
課を中心に
各教科と取
組方法を再
検討する

教科横断型授業を取り入れること
で、生徒が学びのつながりを感じて
いる。

令和８年度　自己評価計画書
石川県立輪島高等学校

重点目標 具体的取組 評価の観点 実現状況の達成度判断基準

各模試で判
断する模擬試験で国数英総合の平均偏

差値で判断する。１、２年は１月記
述模試、３年は１0月記述模試で判
断する。

「コア輪島」「夢道場」「学
びウィーク」などの自主学
習を通して、主体的かつ
発展的に学ぶ姿勢を育成
する。

教員の授業力向上を図り、
３年間を見通した組織的な
教科指導により進路指導
の充実を図る。

学校推薦型選抜、総合型選抜を利用し受験す
る生徒が増加しているが、一般選抜で受験す
る生徒とともに、組織的に指導していかなけ
ればならない。低学年時からの学習習慣の確
立と進路目標の設定が肝心である。

年２回（７
月・１２
月）に２年
生にアン
ケートを実
施

輪高生による街づくりプロ
ジェクト

２　地域と連携・協働しながら人間力を向上できる学校

部活道について、生徒お
よび教職員が主体的に活
動場所や内容の工夫・改
善を図りながら実施すると
ともに、再編や地域展開を
推進する。

震災の影響により、様々な制約の中で部活動
や学校行事が行われている。その中で、生徒
たちが、自ら何ができるか、何ならできるか
を考え実現し、自己効力感を持ちながら活動
するための指導の工夫が求められる。

部活動や学校行事における自己効力感を高めるため
の取組により、自身の主体性が高まったと感じる生徒の
割合が

Ｃ以下の場
合、指導方
法を見直す

年２回（７
月・１２
月）に生徒
アンケート
を実施

学校生活の中で、自分たちで考え
協働して実現する場面を取り入れ、
自己効力感を育み生徒の主体性
が高まる。

「ふるさと創生」に特化した
「街プロ」で、成長を目指し
て学び続ける生徒の姿勢
を大切に、未来を創造する
力の育成を図る。

地域の課題を発見し解決を目指す探究活動を通して、
地域のために主体的に行動することができたと考える生
徒の割合が

震災から２年以上経過し、復興創生期間に
入ったところで新たに顕在化してきた課題に
も目を向け、その解決策を探究することで、
将来の街づくりの中核を担う力と意欲を持っ
た人材を育成することが求められている。

Ｃ以下の場
合、指導方
法を見直す

探究活動を通して課題発見力及び
解決力を養い、地域のために主体
的に行動しようとする。

【成果指標】 模擬試験で国数英総合の平均点偏差値が５０を超える
ことができた割合が

Ｃ以下の場
合は進路指
導課主導で
指導方法に
ついて検討
する



③ * 相互授業参観 管理職 【努力指標】

* 教科間交流 総務課

教務課 Ａ： １００％ Ｂ： ９０％以上

Ｃ： ７０％以上 Ｄ： ７０％未満

④ * 防災教育 総務課

* 危機管理 防災担当

Ａ： ６０％以上 Ｂ： ５０％以上

Ｃ： ４０％以上 Ｄ： ４０％未満

⑤ * 外部機関との連携 創造的復興部

* 国際交流

Ａ： ７０％以上 Ｂ： ６０％以上

Ｃ： ５０％以上 Ｄ： ５０％未満

① * 行事の精選・省力化 管理職

* 定時退校日の設定 総務課

* 主任等ミーティング Ａ： ７０％以上 Ｂ： ５０％以上

Ｃ： ４０％以上 Ｄ： ４０％未満

* 先生方との情報共有 厚生課 【満足度指数】
* SC、専門機関との連携 相談課
*

Ａ： ９０％以上 Ｂ： ８０％以上
* 職員研修 Ｃ： ７０％以上 Ｄ： ７０％未満

* 家庭との連携

* SOSの出し方講座（SC)

* エンカウンター

* 毎朝の登校指導 生徒指導課

* 挨拶運動 各学年

* チャイムの停止

Ａ： １８０日以上 Ｂ： １６０日以上

Ｃ： １４０日以上 Ｄ： １４０日未満

２　地域と連携・協働しながら人間力を向上できる学校

校内外の活動を通じて視野を広め、防災において
地域との関わりの重要性を感じた生徒の割合が

小中学校との生徒間交流
事業や教員研修、各種団
体との連携を通して、
「オール輪島」で質の高い
教育を目指す。

自己申告を
管理職が集
計し評価

本校生徒のほとんどがこの地域で育ち学んで
いることから、本校教職員は小中学校での児
童生徒の様子を知り、どのように学んでいる
かを踏まえて、本校での教科指導や生活指導
等を展開する必要がある。

校種間での相互授業参観や教科間交流等に参加した
教員が

Ｃ以下の場
合、評価結
果を分析
し、対応を
検討する

授業参観に積極的に足を運ぶ等、
本校の教員が自ら小中学校との関
わりを持つように努める。

国内外の教育機関との連
携を図り、グローバルな視
野を持って社会課題の解
決や持続可能な未来の創
造に主体的に参画する力
を育成する。

Ｃ以下の場
合、指導方
法を見直す

年２回（７
月・１２
月）に生徒
アンケート
を実施

地域教育の中核を担う学
校として、被災経験から得
た知見をいかし、地域と連
携して防災意識の向上や
防災教育の発信に努め
る。

生徒が活動の意義を進路選択や将来の社会参
画と関連付けて捉える機会が十分とは言え
ず、活動を通して自身の視野の広がりを振り
返る機会の設定が課題となっている。

【満足度指標】 Ｃ以下の場
合、指導方
法を見直す

年２回（７
月・１２
月）に生徒
アンケート
を実施

外部との交流活動の成果について
振り返る機会を設け、視野を広げる
ことができた生徒が増える。

外部との交流活動の成果について振り返る機会を
設け、視野を広げることができたと感じる生徒の
割合が

発災から２年が過ぎ、生徒たちが復興のため
にできることを模索し始めている。自らの経
験を復興のために生かそうと、地域と協同し
ながら情報発信をしている。それが、生徒の
防災意識向上につながっている。

【満足度指標】

防災や復興に関わる取り組みを通
して意識を高めることで社会とのつ
ながりを体感でき、視野を広げるこ
とができる。

生徒指導課
による遅刻
集計で評価

生徒のタイムマネジメント意識が向
上し、自身の不注意による遅刻をな
くす。

ストレスチェックの実施、分
析

３　多忙化改善を積極的に実現できる学校

生徒、教員ともにセルフマ
ネジメントに対する知識や
意識を高め、新しい時代
に対応できる行動力の向
上に努める。

昨年度時間外勤務時間が、教員一人当たり
一ヶ月平均５０．４時間（R6年度４８．８時
間）だった。教員自身がタイムマネジメント
を生徒に示すとともに、生徒に学習やボラン
ティア等のための時間を保証するべきであ
る。

時間外勤務時間が、一ヶ月当たり４５時間以下の教員
の割合が

Ｃ以下の場
合、評価結
果を分析
し、対応を
検討する

勤務時間集
計結果で評
価

教員個々が自身のワークライフバラ
ンスを追求し、主任を中心とした
チームワークで効率のよい働き方に
向けた業務改善を進める。

震災から３年目を迎え、発災直後には現れな
かった心や身体の不調に悩む生徒が増える可
能性がある。生徒がを心身の状態を改善する
力を身につけることができるよう学校だけで
なく、社会全体で支える必要がある。

「困ったときに相談できる人がいるか」という質
問で「いる」と回答した生徒の割合が

Ｃ以下の場
合、評価結
果を分析
し、対応を
検討する

教員全体やSC、専門機関、そして
必要に応じて各家庭と連携しながら
生徒が学校内外に関わらず相談し
やすい環境体制を整える。

長期休み明
けに行うス
トレチェッ
ク、こころ
のサポート
授業におけ
るアンケー
ト結果で評
価

昨年度の遅刻「０」の日数は１６６日であ
り、過去最高の成果を出した。本年度は無遅
刻者へのフィードバックも積極的に行い、遅
刻していない生徒への意識向上にも努め成果
を出すことができた。昨年度、３回以上の遅
刻をし早朝登校対象となった生徒は０．８％
であり前年度から大幅に改善された。本年度
も引き続き遅刻を繰り返してしまう生徒への
指導を徹底し、卒業後にセルフマネジメント
ができる資質や能力を育てていく。

【成果指標】 生徒の不注意による遅刻「０」の日数が年間を通
して

Ｃ以下の場
合、評価結
果を分析
し、対策を
検討する

【成果指標】


